
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)

栃木県 さくら市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

42,839
125.46

15,238,311
14,204,352
938,775

人(H20.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.78]

類似団体内順位

[ 6/132 ]

全国市町村平均

0.55
栃木県市町村平均

0.79
0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

0.22

1.02

0.46

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値
0.78

さくら市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [86.8%]

類似団体内順位

[ 9/132 ]

全国市町村平均

92.0
栃木県市町村平均

88.7

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

107.0

82.7

94.8

86.8

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [108,364円]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [13.6%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [342,825円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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さくら市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
財政力指数：
　本市では、類似団体平均を上回っており、市町村合併による地方交付税の増加や、固定資産税の増加等により、昨年度の０.７６から０.０２ポイント増となっている。今後とも、定
員管理・給与の適正化（５年間で３７名減、削減率９．８％）、市税の徴収強化（毎年度０．２％増）等の取組みを通じて、財政の基盤強化に努める｡

経常収支比率：
　本市では、昨年度の８７．２％と比較すると０．４％下降し、全国市町村平均、類似団体及び県内市町村平均を下回っている。今後も生活保護費等福祉関係経費の増加が見込
まれるため、「集中改革プラン」に掲げたとおり、新規採用を抑制し、５年間で３７人削減するなど、行政改革への取組みを通じ人件費や物件費等経常経費の削減に努めるととも
に、徴収率の向上等により財源確保に努める｡
　また、行政評価による全ての事務事業を対象とした点検・見直しを平成２０年度も引き続き進めることとし、経常経費の削減を図るよう努める。

人件費・物件費等の適制度：
　「集中改革プラン」に掲げた新規採用の抑制による人件費の削減等により経費の削減を図ったことで、全国市町村平均、類似団体及び県内市町村平均を下回っている。今後も
実施可能な部分について検討を加え、引き続きコスト削減を図っていく方針である。

ラスパイレス指数：
　昨年度と比較すると横ばいで、国水準（１００）及び全国市の平均（９７．０）よりは低い水準となっているが、類似団体との比較においては１．３ポイント高くなっている。これは合
併後の職員構成に若干ばらつきがあり、高齢層職員が比較的多いためである。給与構造の改革とともに本市の定員適正化計画に基づき、職員の定数管理等にも努め、給与水
準のバランスをとっていく。

人口一人当たり地方債残高：
　本市においては、全国市町村平均、類似団体平均とも下回っているが、今後は統合小学校整備及び小中学校及び市庁舎の施設耐震改修、市道整備等の合併特例債事業による
新規発行が見込まれるため、通常の起債発行額を１００百万円以内に抑制し、プライマリーバランスの黒字化を実現させることによって地方債残高の削減を図る。（合併後１０年間
で、全会計の地方債現在高合計６０億円の削減）

実質公債費比率：
　本市では、昨年度の１５．７％と比較すると２．１％下降し、類似団体の平均は下回っているものの、依然として全国市町村平均、県内市町村平均を上回っている状態である。今後
は、予定されている新規の投資的事業についても取捨選択を行い、起債発行を抑制するとともに、財源として合併特例債を有効活用することにより比率の低下を図る。
　また、高金利地方債については、平成１９年度から３年間実施される公的資金補償金免除繰上償還の制度を活用し、借換えや繰上げ償還等により公債費負担の軽減を図ってい
く。
　
人口1,000人当たり職員数：
　新規採用抑制策（技能労務職については退職者不補充、一般行政職については退職者の２分の１程度の新規職員採用）により、昨年度の７．７８人と比較すると０．１２人減少し、
全国市町村平均、類似団体平均を下回っている。今後も、学校給食、自動車運転等の業務についても民間委託を進め、集中改革プランに掲げた「平成２２年４月１日までに、９．８％
（３７人）削減」を達成する。


